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おわりに

は じ め に

本稿は，インド，北中部に位置するマディヤ

・プラデーシュ州（以下，MP州）と南東部のタ

ミル・ナードゥ州（以下，TN州）のパンチャー

ヤト，すなわち村落自治体における家屋税徴収

にかかるパフォーマンスの違いを，政府の「行

政能力」と政府及びパンチャーヤトに対する「信

頼」という概念をもちいて説明することを目的

とする。

インド農村部における地方自治制度は，第７３

次憲法改正（１９９２年）により，県・郡・村落の

３層からなるパンチャーヤト組織に対し地方自

治体としての権能が具体的に付与されたことに

よって，全国的に統一されることになった。２００４

年に発足した統一進歩同盟政権においては，パ

ンチャーヤト担当部局がそれまで傘下にあった

農村開発省から独立し，新たに「パンチャーヤ

ト・ラージ省」となった。現在，村落パンチャ

ーヤトの数は全国で２３万４６７６，パンチャーヤト

議員の数は２０７万３７１５人であり（注１），その規模

と影響力は無視できないものとなっている。第

７３次改正により追加された憲法第２４３G条は，

「州議会は，法律によりパンチャーヤトが自治

統治機構として活動するのに必要な権能と権限

をパンチャーヤトに与えることができる」（注２）

としている。これにもとづき，第１１次（国家）

財政委員会は，「地方団体が真に自治体として

機能できるようにすることで，第７３次及び第７４

次憲法改正の底流にある目的を達成させる」

［GOI２０００，１７］ことに努めるとした。具体的

には，農村及び都市の地方団体が自治体として

求められる基本的な機能を効率的に実施するた

めには「十分な行政基盤」を整備し，「自ら財

源を確保」させることが必要であるとした［GOI

２０００，８４］。しかしながら，パンチャーヤトの

自治体としてのパフォーマンスには，州により

かなりの差が生じていることは拙稿［Sasaki

２００５］で指摘したとおりである。

これまでのパンチャーヤト研究や，政府の農

村開発政策などにおいては，社会的弱者の政治

参加［浅野２００６］や，開発資源の有効配分とい

った観点からのアプローチが多く［Lieten and

Srivastava１９９９；Isaac and Franke２０００］，パンチ
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ャーヤト税制に関しては，いくつかの例外［金

子１９９７；Oommen and Datta １９９５；Rajaraman

２００３］を除いてはほとんど注目されてこなかっ

た。筆者の先行研究では，この制度変化にとも

なう各州パンチャーヤトのパフォーマンスの違

いを実証的に検証するため，パンチャーヤトの

自主税源である家屋税の徴税状況の比較を試み

た［Sasaki２００５］。調査対象州の選択に際して

は，第１１次財政委員会が公表した３層のパンチ

ャーヤト組織の自主財源比率を参考とした。パ

ンチャーヤト組織の自主財源比率には，ケララ

州の８．９パーセントからビハール州のゼロまで，

主要１４州の間に大きな差がある。その理由を探

るため，拙稿［Sasaki２００５］では，自主財源比

率の高い州群と低い州群のなかでも，パンチャ

ーヤトに関する先行研究の少ない州を選択する

こととし，それぞれTN州とMP州を考察の対象

とした。MP州は会議派政権期（１９９３～２００３年），

改正憲法下でのパンチャーヤト選挙を全国に先

駆けて実施したのをはじめとして，ディグヴィ

ジャイ・シン州首相の主導により，地方分権及

びパンチャーヤト組織の活用に積極的に取り組

んだことが注目されていた［Behar２００３］。一

方のTN州は，交替で政権を担ってきた２大地

方政党いずれも州政府内の分権には消極的とみ

られ（注３），改正憲法下のパンチャーヤト選挙も

中央政府からの度重なる勧告にもかかわら

ず，１９９６年まで実施されなかったという経緯が

ある（注４）。一般的に，５年に１度の選挙で住民

によって選ばれる村長は，次期選挙をにらみ，

村民に不人気な徴税は避ける傾向にあり，こう

した事情に関してはMP州，TN州とも共通して

いる。しかしながら基礎調査の結果，州政府の

政策傾向とは異なりMP州においては概して徴

税率が非常に低いのに対し，TN州においては

徴税率１００パーセントを達成する自治体も少な

くないことが確認された［Sasaki２００５］。課税

主体と課税客体の距離が近い村落自治体におけ

る徴税には困難がともなうと一般的には理解さ

れているが，それでも徴税率１００パーセントを

達成する自治体が存在するのはなぜなのか。両

州のパンチャーヤト税制を調査した結果，パン

チャーヤト組織に対する州政府の監査，検査活

動や徴税を促すインセンティブなど，制度的な

違いが両州パンチャーヤトの家屋税徴税状況に

大きな差をもたらしているのではないか，との

仮説が導かれた。すなわち，TN州においては，

家屋税定率補助金（注５）が支給され，県行政機構

が定期的に検査活動を実施しているのに対し，

MP州においては，州法に規定された検査活動

がほとんど実施されておらず，徴税に対するイ

ンセンティブがほとんどない。このことがパン

チャーヤトの徴税状況に影響を与えている可能

性は否定できない。

しかしながら，その後さらに調査を進めると，

数は少ないながらTN州においても徴税率の低

いパンチャーヤトが存在し，反対にMP州にお

いても比較的徴税に成功しているパンチャーヤ

トが存在することがわかってきた。州ごとの制

度的要因だけで徴税状況の違いを説明すること

が困難であることが明らかになったのである。

そこで本稿では，納税に関する最近の研究動向

を参考にしながら，「納税行為が住民の政府に

対する信頼によって支えられており，その信頼

を引き出す大きな要因のひとつが行政能力であ

る」との仮説から出発し，政府機関に対する信

頼，行政能力と徴税状況との間の関係を探る。

論を進める前に，ここで家屋税の位置付け及
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びパンチャーヤト税制について若干説明を加え

たい。県，郡，村落からなる農村部自治体のう

ち，課税権のほとんどは村落パンチャーヤトに

付与されている。なかでも家屋税は，多くの州

パンチャーヤト法において，パンチャーヤトに

課税が義務づけられる義務的税（Obligatory tax）

とされている。歳入総額に占める家屋税収入の

割合は，MP州においては０．７パーセント，TN

州においては６．６パーセントと非常に少な

い（注６）。しかしながら，パンチャーヤトの自主

税源に占める家屋税収入の割合は，MP州にお

いては２４．８パーセント，TN州においては４４パ

ーセントと，いずれの州においても最大の税源

となっている（注７）。

歳入総額に占める割合からすると微少である

家屋税が，にもかかわらずパンチャーヤトのパ

フォーマンスを示す指標として重要性をもつ第

１の理由は，これがパンチャーヤトの中心的な

「自主税源」（注８）である，ということである。

中央政府等からの補助金とは異なり，自主税源

はパンチャーヤトが完全な裁量権をもつ一般財

源となり，その多くは補助金をもちいて建設さ

れた農村インフラ設備の維持管理費等に充てら

れる。ともすると中央政府の出先機関と軽視さ

れがちなパンチャーヤトが，自治体として機能

し，存続していくためには，政府からの補助金

以外のこうした税収入が不可欠となる。歳入全

体に対する貢献度はいまだ低くとも，自治体と

して財政の自立性を保持するために，家屋税は

重要な潜在性をもつ税源であると思われる。

第２の理由は，本稿の仮説であるところの行

政能力と信頼との関係を探る上で，もっとも課

税対象が広い普通税であるという点で，家屋税

が他のパンチャーヤト税源にない利点をもって

いるためである。家屋税は，住居を構える限り

ほぼすべての世帯が課税の対象となり（注９），ま

た，受益者負担金として集められる電灯税など

の目的税と異なり，パンチャーヤトから受ける

サービスの多寡にかかわらずすべての家屋所有

者に課される普通税である。多くのパンチャー

ヤトにおいて，水道料金などの受益者負担金は

ほぼ問題なく徴収できながら，家屋税徴収とな

ると困難に直面する理由は，税金の使途が指定

されていないという普通税固有の特徴にあろう。

パンチャーヤトが家屋税収入を確保するために

は，自治体として税金を徴収し，納税者にサー

ビスを提供するためのより包括的な行政基盤が

必要となる。また，納税者との距離が近いこと

から，パンチャーヤトが日常的に信頼できる機

関であると住民に認識されているか否か，とい

う点も特に重要な要素となろう。「なぜ税金を

払うのか」という問いには，次節でみるように

さまざまな説明が可能であろうが，それを「行

政能力」と「信頼」という２つのキーワードを

もって説明を試みるのが本稿の目的である。

パンチャーヤトの税制，徴収方法に関しては，

両州のパンチャーヤト法においてそれぞれ規定

されており，大枠では共通している（注１０）。両州

パンチャーヤト法において家屋税は義務的税と

されており，家屋評価，評価の見直し，帳簿管

理などはパンチャーヤトの事務員が村長と共同

で行う。課税対象となるのはパンチャーヤトの

管轄内にある公立を除くすべての居住可能な建

物で，評価はパンチャーヤト事務員が建物の外

観（屋根・壁材の種類，大きさなど）からおおま

かな資産価値を算定し，それにもとづいて定率

で課税額を割り出し，年度当初にパンチャーヤ

ト（注１１）の承認を得る。徴税に関しては，たいて
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いの場合，村民が証明書の発行等，何らかの手

続きのついでなどで自発的に村役場に出向いて

支払うため，コストはほとんどかからない。た

だし，TN州においては，年度末が近づくと村

長と事務員が未払いの世帯を回って徴収してお

り，この点はMP州と異なる。

さらに，各パンチャーヤトにおける帳簿の整

備状況の違いにより，データに若干の齟齬が生

じている点に留意する必要がある。TN州では

過年度繰り越し分を含めた課税額に対する徴税

額の割合として徴税率のデータがすべてのパン

チャーヤトで得られたのに対し，MP州では過

年度繰り越し分を含めた課税額の合計が不明確

な場合が多く，各パンチャーヤトから共通で取

得可能であったのは当該年度の徴税額のみであ

った。２州１２パンチャーヤトを直接比較するた

めにはこのデータの齟齬は確かに問題となる。

しかし本稿では，MP州においては徴税額，TN

州においては徴税率をもちいてそれぞれ州内比

較を中心に行い，州をまたいだパンチャーヤト

ごとの比較に際しては個別のケーススタディを

合わせてもちいることでこのデータの不備を補

完することとする。

本稿は，第Ⅰ節で納税行為と政府機関に対す

る信頼の関係についての最近の研究動向を踏ま

えつつ分析にかかる理論的枠組みを提示し，第

Ⅱ節で調査地の選択及び調査方法を説明した上

で，第Ⅲ節において，２州における行政能力に

関する条件の違いを明らかにする。続く第Ⅳ節

では，２州計１２の村落自治体の家屋税徴税状況

の比較を通して，州政府の行政能力，村民の納

税行為及び政府機関に対する信頼との関係を明

らかにする。むすびには，第V節の考察を踏ま

えた上で，インド地方分権改革において見過ご

されがちな行政能力に関する問題点を提示する

ことを試みる。

Ⅰ 理論的枠組み

「なぜ人々は税金を払うのか」という問いは税

金自体の起源と同じほど古くから問われてきた

命題であるという［Andreoni, Erand and Feldstein

１９９８，８１８］。最近の研究動向においては，納

税を一種の集合行為ととらえ，それを可能にす

るさまざまな制度的要因とともに，徴税機関と

しての政府に対する住民の「信頼」と納税行為

との関係が関心を集めている［Levi１９９８；Levi

and Stoker２０００；Slemrod２００３］。その背景には，

Alm, McClelland and Shulze（１９９２）などの研究

が示すように，罰則の適用や監査による摘発の

割合が実際には非常に低いことなどから，単に

摘発を恐れて自発的に納税するという，「強制」

（coercion）による従来の説明では不十分であ

るという認識が広まったことがある。

Levi（１９９８）は，「信頼」を「他者と取引きす

るリスクを負い，集合行為にかかる問題を解決

し，あるいは自己利益の標準的な概念に一見反

するような行動を取るよう人々を促すさまざま

な現象をまとめた言葉」と定義する。より一般

的な表現では，「信頼」は他者との取引を円滑

にする潤滑油ということになる。Levi and

Stoker（２０００）は，政府の「信頼性」（trustworthi-

ness）という概念をもちい，信頼される側の政

府が行政活動を実際に履行する能力と信頼者の

利益のために行動する積極的な関与とによって，

政府の信頼性が規定されるとした。そして，信

頼性の高い政府ほど，住民に納税を促すことが

できるとしている。

インド村落自治体における信頼・行政能力・徴税
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本稿では，レヴィらの指摘する政府の「信頼

性」のもととなる政府のパフォーマンスを捕捉

する目的で，仮に「行政能力」という概念を組

み入れることで，信頼と納税との間の関係をよ

り具体的に明らかにすることを試みる。ここで

いう行政能力とは，政府が法の履行やサービス

提供といった，統治目標を実現するために必要

な行政的基盤と定義する。たとえば，有能な政

府は，財政状況を定期的に把握し，それにもと

づき必要とあらば罰則を適用し，あるいはイン

センティブを与えることで歳入の確保を図る。

また，サービス提供に関しては，提供するサー

ビスの質と量を確保するため，事業の進捗状況

を把握し，検査や監査を通じて目標を達成しよ

うとする。これに対して，行政能力の低い政府

は，基礎データを整備するための人的資源が不

足するなどして，監督，指導を徹底させること

ができない。あるいは，データが集積されたと

しても，上下の組織的連携が弱いために，監督，

指導機能を発揮できず，財源の確保，サービス

提供，法治の徹底が不十分になるということも

あろう。行政能力は，こうした実務上の事業遂

行を可能にする資源，制度，能力を総称したも

のである。途上国の税制に詳しいバードは，「多

くの途上国において，限定的な行政能力は税改

革の障害となる」と述べ［Bird１９９２，１９０］，税

行政に必要とされるのは，単に最大の歳入を得

ることだけでなく，その歳入が公平に徴収され

るよう保証することであると主張する［Bird

１９９２，１］。この概念を組み入れた前提には，い

かに政権の政治的意思が徹底していようと，あ

るいは住民の識字率が高く，活発な政治参加が

みられたとしても，この基本的な行政能力が備

わっていない場合，政策実現は困難なのではな

いか，という問題意識がある。

こうした理論的枠組みを用いる一方，パンチ

ャーヤト税行政を分析するためには，以下２つ

の独自の問題点を加味する必要がある。第１点

目は，パンチャーヤトが議会兼執行機関であり

ながら，行政事務執行にかかる専門知識に欠け

ているという点である。多くのパンチャーヤト

には，選挙で選ばれた村長，議員を除いては，

パンチャーヤトに雇われる専従の事務員１人の

ほか，掃除人，水道のあるパンチャーヤトでは

水道管理等の技師などがいるだけである。通常，

事務員には村内でも高等教育を受けた者が選ば

れるとはいえ，行政事務一般にかかる訓練を十

分受けているわけでないため，多くの事務員は

家屋税の査定，帳簿の管理，徴税，滞納処理な

ど課税にかかる専門知識を有していない。上述

したような信頼性のベースとなる制度を整備し，

専門知識を保持するためには，徴税の専門知識

や経験を有する州政府からの支援や連携が不可

欠となる。上位地方政府による自治体への関与

の重要性は，Tendler（１９９７）のブラジルの予

防保健分野における分権政策研究でも指摘され

ている。テンドラーは州政府が自治体で働く保

健婦らの人事管理を補完し，検査機能を強化し

たことで，結果的に自治体のパフォーマンスの

向上に寄与したと主張する［Tendler１９９７，４２―

４３］。このことを前提とすると，信頼という概

念を適用するにあたり，課税主体であるパンチ

ャーヤトに対する信頼のみならず，それを制度

として支える州政府に対する信頼も視野に入れ

ることが必要となる。

第２点目は，住民がパンチャーヤトや州政府

に対する評価をする上で，村内の利益配分にか

かる「公平性」が保たれているか否かが大きな
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判断材料となり，特にインド農村の場合，村内

のカースト構成がこの「公平性」の確保におい

て重要な鍵を握るという点である。パンチャー

ヤトは雇用創出及び農村内インフラ整備を目的

とした「農村総雇用計画」（Sampoorna Gramin

Rozgar Yojana，略称SGRY）など，中央政府の貧

困削減プロジェクトの受益者選択といったパン

チャーヤト内における利益配分にかかる役割も

担っている。各村の全選挙民が参加して年４回

開催されるグラム・サバ（Gram Sabha）が，こ

うした中央政府事業の受益者選択の場となって

おり，グラム・サバには，特にこうしたプロジ

ェクトの対象となる貧困線以下（Below Poverty

Line，略称BPL）と認定された住民の参加が求

められる。指定部族，指定カーストに属する住

民の多くがBPLに分類されることから，グラム

・サバには彼らの多くが出席することが必要と

なる。しかしながら，実際には，上位カースト

がグラム・サバを牛耳り，下位カーストに参加

を認めないというケースがしばしば報告されて

いる。その結果，SGRYにより，パンチャーヤ

ト内で井戸や道路などのインフラが整備された

としても，その恩恵にあずかるのはパンチャー

ヤト内の一部の多数派上位カーストに限られる

こともしばしばある。こうしたカースト間の不

均衡な利益配分は，地方分権政策が「汚職の地

方分権」と批判される一因ともなっており，結

果的にはパンチャーヤトに対する信頼を損なう

ことにもつながりかねない。そこで，パンチャ

ーヤトへの信頼を検討する上で，パンチャーヤ

ト内のカースト構造，特に多数派カーストと下

位カーストとの関係を考慮に入れる必要がある。

この点は，後にパンチャーヤトに対する信頼を

検証する際，考察に加える。

さらに，２つの州のパンチャーヤトを比較す

るにあたっては，州間，あるいはパンチャーヤ

ト間にみられる社会経済発展度の差が徴税状況

に与える影響も検証を必要とする。冒頭で指摘

したように基礎調査では，TN州においては高

い徴税率，MP州においては全般的に低い徴税

額が確認されているが，もともとTN州，MP州

自体の州内総生産や識字率等の社会指標は前者

の方が後者より高いため，この徴税状況の違い

も社会経済発展の度合いに影響されているので

はないか，という疑問を検証することが課題と

なる。この点は調査地選択の際に考慮に入れた。

以上の諸前提を踏まえ，第IV節第１項から第

３項では，それぞれ行政能力，社会経済発展度，

パンチャーヤトと州政府に対する信頼と，徴税

状況との関係を検証する。特に，第３項では，

村内のカースト構成がパンチャーヤトに対する

信頼に与える影響を加えて検証することにより，

高徴税率を実現する要因についてより重層的な

分析を試みる。

Ⅱ 調査地の選択及び調査方法

社会経済発展度が徴税状況に与える影響を検

証するため，調査地の選択においては，県単位

で比較可能な指標として両州で発行されている

人間開発指 標（Human Development Index,

HDI）（注１２）をもちい，指標に開きのある県を選択

した（表１参照）。MP州ではウッジェン県，グ

ナ県，ベトゥル県が，一方，TN州においては，

ダルマプリ県，ラームナーダプラム（通称ラー

ムナード）県，及び，コインバトール県を選ん

だ。上記の指標によると，この６県の社会経済

発展順位は，高い方から順に，コインバトール

インド村落自治体における信頼・行政能力・徴税
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県（TN），ウッジェン県（MP），ラームナード

県（TN），ダルマプリ県（TN），ベトゥル県（MP），

グナ県（MP）となる。

各県における調査においては，国勢調査のデ

ータ等をもとにさらに２つの郡（ブロック）を

選択し，それぞれの郡事務所から１０～１５キロメ

ートル以内にある村落パンチャーヤトをひとつ

ずつ，計６パンチャーヤト，２州合わせて１２パ

ンチャーヤトを選択した。パンチャーヤト内に

おいては，パンチャーヤト事務所において，帳

簿等関連資料の調査及び村長，事務員から聞き

取り調査を行った。また，村長，事務員からの

聞き取りをもとに，パンチャーヤトを構成する

行政村ごとにカーストの構成を把握し（注１３），各

行政村におけるほぼすべてのカースト構成員を

含む約３０名に対し，調査票調査を行った。最終

的に，調査票回答者はMP州で１９５名，TN州で

１９１名の計３８６名となった。

Ⅲ TN州，MP州におけるパンチャーヤ

ト税制に関する行政能力

家屋税制にみられる両州の行政能力の違いは，

以下の３点にまとめられる。１点目かつ最大の

相違点は，TN州における家屋税定率補助金

（House Tax Matching Grant）の存在である。こ

れは独立前の１９２０年代から続く制度で，パンチ

ャーヤトが徴収する家屋税１ルピーにつき同額

１ルピーの補助金を州政府が支給するというも

のである。現在ではこの補助率が多少下がって

いるものの，こうしたインセンティブの存在が

徴税率を向上させる一助となっていることは確

かだと思われる。しかしながら，一方で，この

定率補助金の支給時期は一定でなく，近年では

支給割合も度々変更されることから，財源とし

て当て込むことが難しい。また，支給された場

合でも直接パンチャーヤト事務員や村長の個人

的収入になる訳ではないので，徴税者としての

彼らに対する直接のインセンティブとして十分

とはいえない。定率補助金をもらうTN州の村

長であっても，公選の村長としては，依然，不

人気につながる徴税行為を避けたい，という意

識が残る。この点については，MP州と同様で

ある。

第２点目は，パンチャーヤトの活動，特に財

政に関する情報収集能力である。両州とも州，

県，郡（ブロック）事務所にパンチャーヤト担

当官が配置されている点ではほぼ構造をともに

表１ 調査県の人間開発指標 （Human Development Index, HDI）

教育 保健 所得 HDI

指標
州内
ランク

調査県中
ランク

指標
州内
ランク

調査県中
ランク

指標
州内
ランク

調査県中
ランク

指標
州内
ランク

調査県中
ランク

MP州

グナ ０．７０２ ３１／４５ ５ ０．４７６ ３９／４５ ６ ０．３００ ３６／４５ ６ ０．４９３ ３６／４５ ６

ウッジェン ０．７６３ １４／４５ ２ ０．５８０ １１／４５ ４ ０．５５５ ４／４５ ２ ０．６３２ ４／４５ ２

ベトゥル ０．７５９ １５／４５ ４ ０．４９４ ３４／４５ ５ ０．３５９ ２７／４５ ５ ０．５３７ ３０／４５ ５

TN州

ダルマプリ ０．６２８ ２９／２９ ６ ０．６１４ ２９／２９ ３ ０．５１２ ９／２９ ３ ０．５８４ ２９／２９ ４

コインバトール ０．７９２ ９／２９ １ ０．７３８ ４／２９ １ ０．５６５ ３／２９ １ ０．６９９ ５／２９ １

ラームナード ０．７６２ １７／２９ ３ ０．６７０ ２２／２９ ２ ０．４５４ ２１／２９ ４ ０．６２９ ２２／２９ ３

（出所） GOMP（２００２，１４），GOTN（２００３，１４２）．

8



するものの，TN州においては，郡担当官が担

当するパンチャーヤトの事務員を毎週招集し，

財務管理に関する統一様式を提出させ，定期的

に財政状況や実施事業に関するデータを収集し

ている。集積されたデータは，県ごとにまとめ

られ，毎月，州都チェンナイで開催される各県

パンチャーヤト担当官会議の資料として提出さ

れる。そこには，パンチャーヤトの税目ごとの

徴税状況，不正行為の摘発状況，州政府からの

補助金の交付状況などが詳細にデータとして記

録されている。

一方のMP州においては，こうした基礎デー

タが一切存在しない。郡担当官は毎月１回，パ

ンチャーヤト事務員との会合をもつものの，そ

こでの議題は，中央政府の補助事業の執行状況

や州政府からの連絡事項がほとんどで，パンチ

ャーヤトの財政に関するものはほぼないに等し

い。州行政としては，州政府に報告義務の課せ

られている中央政府の補助事業以外，パンチャ

ーヤトの活動に関しては介入しない姿勢を取っ

ている，と明言する行政官もいる（注１４）。こうし

たデータの不足に対しては，中央の財政委員会

が多くの州で確認される問題として指摘してい

るほか，州の財政委員会も当然ながら過去２度

にわたって改善を勧告している（注１５）。

こうした情報収集能力の違いは，単に保有す

る情報量には留まらない。こうした情報をもと

に行われる，パンチャーヤトの活動に対する監

査，検査活動が第３点目の違いである。両州に

おいて，制度上，年に１度の監査とその他年数

回の定期検査が規定されている点にほとんど差

はみられない。しかしながら，年次監査につい

ては両州とも履行されているように確認できた

ものの，定期検査に関しては，MP州において

は，ほとんど実施されていないというのが現状

である。TN州においては，単に定期検査を実

施するだけでなく，その場で徴税率が低いこと

が確認された場合，担当官はパンチャーヤトに

税収の向上を促すよう指導する。これは，著し

く低い徴税率が続いた場合，担当官の責任が問

われることもあるためである（注１６）。MP州にお

いても，近年，検査活動を強化する動きがみら

れるものの，TN州のような統一様式が存在し

ないことから，帳簿の管理基準にもばらつきが

あり，全般的には定期検査による財務状況の改

善などの効果はほとんどみられない。

まとめると，TN州政府は徴税インセンティ

ブを与え，徴税にかかるデータを収集し，その

データに基づいて検査，監査活動を徹底すると

いう３点において，MP州政府よりも高い行政

能力を発揮していることが確認された。こうし

た行政能力の違いは，徴税状況にどのように影

響するのだろうか。

Ⅳ 調査結果

１．行政能力と徴税状況

上記のような州政府の行政能力の違いが，各

州それぞれ６つのパンチャーヤトに同様の条件

として適用されるのであれば，MP州において

は一律に低く，TN州においては一律に高い徴

税率（額）が確認されるはずである。果たして，

MP州のパンチャーヤトにおいては概して徴税

額が低く，課税すらされていないケースもあっ

た（表２参照）。１人当たり徴税額（注１７）で比較す

ると，ウッジェン県のMP５が唯一２００３～０４

年，２００４～０５年とも徴収しており，２カ年平均

１人当たり税額も１．９ルピーと一番多かった。

インド村落自治体における信頼・行政能力・徴税
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県名
パンチャ
ーヤト名

人口
（人）

２００３～０４
年家屋税
徴税状況

２００３～０４
年家屋税
徴税額

２００４～０５
年家屋税
徴税額

２００３～０４
年１人当
たり徴税
額

２００４～０５
年１人当
たり徴税
額

２００３～０４
／２００４～
０５年１人
当たり平
均徴税額

パンチャ
ーヤトへ
の信頼

全構成村
のために
貢献して
いるか

１９９４年以
降改善し
たか

パンチャ
ーヤトの
財務管理
は適切か

ベトゥル MP１ ２，２２６ １５．４％ ０ ４，５９９ ０．０ ２．１ １．０ ９４．３％ １００．０％ ８８．６％ ８４．０％

ベトゥル MP２ １，７８９ ─ ７５１ ０ ０．４ ０．０ ０．２ ６２．５％ ５３．１％ ６２．５％ ４１．９％

グナ MP３ １，８４８ ─ ０ ０ ０．０ ０．０ ０．０ ５３．３％ ４０．０％ ２０．０％ １０．０％

グナ MP４ １，４３６ ─ ０ ０ ０．０ ０．０ ０．０ ４７．１％ ６１．８％ ５２．９％ １８．２％

ウッジェン MP５ ２，３９４ ─ ７５０ ８，２４０ ０．３ ３．４ １．９ ９６．８％ １００．０％ ９６．８％ ８０．６％

ウッジェン MP６ ２，０１７ ─ ０ ３，３２５ ０．０ １．６ ０．８ ５１．５％ ６０．６％ ３０．３％ ４５．５％

ダルマプリ TN１ ５，８４４ ２３．６％ ２４，８００ ５０，４００ ４．２ ８．６ ６．４ ９０．６％ ９３．８％ ９０．６％ ９３．８％

ダルマプリ TN２ ３，６９３ １００．０％ ２４，２０３ ３０，２５３ ６．６ ８．２ ７．４ ８７．１％ ９２．９％ ８３．９％ ８７．１％

コインバトール TN３ ３，６０７ ７６．９％ ６２，０４５ ２７，６１４ １７．２ ７．７ １２．４ ９６．９％ １００．０％ ７４．２％ ７８．１％

コインバトール TN４ ３，０８７ １００．０％ ４１，０７７ １３，６９８ １３．３ ４．４ ８．９ ９７．１％ １００．０％ ９６．８％ ７０．６％

ラームナード TN５ ３，１１９ １００．０％ ７８，８０７ ─ ２５．３ ─ ２５．３ １００．０％ １００．０％ ９３．５％ ９３．５％

ラームナード TN６ ２，３０３ １００．０％ １６，８７０ １４，８２０ ７．３ ６．４ ６．９ １００．０％ １００．０％ ９６．７％ ９０．３％

MP州平均 １，９５２ ─ ２５０ ２，６９４ ０．１ １．２ ０．７ ６７．６％ ６９．２％ ５８．５％ ４６．７％

TN州平均 ３，６０９ ８３．４％ ４１，３００ ２７，３５７ １２．３ ７．１ １１．２ ９５．３％ ９７．８％ ８９．３％ ８５．６％

（出所）筆者フィールドワーク（２００５年１～３月）。

表２ タミル・ナードゥ州及びマディヤ・プラデーシュ州における家屋税徴税状況と信頼にかかるアンケート結果

（単位：ルピー）
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そのほかは，２００３～０４年もしくは２００４～０５年の

いずれかにしか徴収しておらず，１人当たり税

額の合計を比較すると，MP５に続いて，ベト

ゥル県のMP１，ウッジェン県のMP６，ベト

ゥル県のMP２，の順となり，グナ県のMP３，

MP４については，一切徴税がなされていない，

という結果であった。

一方のTN州では，４つのパンチャーヤトが

徴税率１００パーセントを達成していたのに対し，

コインバトール県のTN３が７６．９パーセントと

若干低く，ダルマプリ県のTN１に至っては２３．６

パーセントとかなり低い徴税率であった。TN

１，TN３における低い徴税率にはそれぞれ理

由があったが（注１８），TN１に関しては，特殊事

情を排しても徴税率が約４０パーセントと低く，

TN州の６パンチャーヤトで唯一徴税率が低く

なっている。まとめると，概して徴税額の低い

MP州と比べ，TN州では，ほぼすべてのパンチ

ャーヤトが１００パーセントかそれに近い徴税率

を達成しているものの，例外的にダルマプリ県

のTN１では低い徴税率が確認された。TN１に

おける徴税率の低さや，MP州内でも若干の差

がみられることは，州政府の行政能力の差だけ

では，徴税状況の違いが説明できないことを示

唆している。

２．社会経済発展度と徴税状況

社会経済発展度と徴税状況との間の関係に関

しては，今回の調査結果からは明確な相関が確

認できなかった。MP州においては，もっとも

社会経済指標の高いウッジェン県の２つのパン

チャーヤトの１人当たり徴税額は，もっとも社

会経済指標の低いグナ県の２つのパンチャーヤ

トのそれより高くなっている。しかし，比較的

指標の低いベトゥル県のMP１は，もっとも指

標の高いウッジェン県のMP６よりも高い税額

（１人当たり）を徴収している。さらに，この

結果に前回の基礎調査で得たデータを追加する

と，両者の関係が一定ではないことがわかる。

社会経済指標においてはベトゥル県やグナ県よ

りも上位にあるダモー県の４つのパンチャーヤ

トにおける調査によると，課税をしていないパ

ンチャーヤトが２つ，課税を検討中のパンチャ

ーヤトがひとつ，課税しているものの徴税でき

ていないパンチャーヤトがひとつと，指標最下

位のグナ県と同様の結果となっている［Sasaki

２００５］。

一方，TN州においても，この相関は認めら

れなかった。唯一低い徴税率を記録したTN１

は，州内３県のなかでもっとも社会経済指標の

低いダルマプリ県に属するものの，同じダルマ

プリ県のTN２では１００パーセントの徴税率，と

対照的な結果となっている。さらに，所得指標

においてはダルマプリ県よりも下位にあるラー

ムナード県では両方のパンチャーヤトとも１００

パーセント徴収を達成している。こうした結果

は，調査したパンチャーヤトに限られた現象で

はなく，ラームナード県，コインバトール県事

務所から得た県内すべてのパンチャーヤトの徴

税率を示す資料からも立証されている（表

３，４参照）。その資料によると，ラームナー

ド県の全パンチャーヤト平均徴税率は９８．９パー

セント，コインバトール県は７８．２パーセントで

あった。すなわち，低所得県の方が徴税率で高

所得県を上回っているのである（注１９）。

さらに，州を越えて比較した場合でも州内比

較の場合と同様，社会経済発展と徴税率との相

関は認められなかった。TN州のダルマプリ県，

ラームナード県よりもHDIで高い指標を記録す

インド村落自治体における信頼・行政能力・徴税
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るMP州のウッジェン県の平均１人当たり徴税

額は，前者２県のいずれのパンチャーヤトのそ

れに比べても６分の１以下だからである。この

ことから，MP州全体における徴税状況の悪さ

は，単に社会経済発展度の低さのみに起因する

ものではないことがわかる。この両者の相関に

ついては，今後，より広範かつ詳細なデータを

もとに精度を高めて検証する必要があるものの，

今回調査の結果に限っていえば，TN州の低所

得県における高い徴税率は，社会経済発展度以

外の他の説明要因を要する。

３．信頼と徴税状況

行政能力だけが高い徴税率（額）をもたらす

ものではなく，社会経済発展度の違いも徴税状

況の違いを説明できないとすると，「信頼」は

どうであろうか。以下に，１２パンチャーヤトで

村民に対して実施した調査票調査の結果をもと

に検証を進める。

（１） パンチャーヤトへの信頼

前述のとおり，MP州においては，各パンチ

ャーヤトの徴税額にほとんど差はみられなかっ

たが，パンチャーヤトへの信頼に関する調査結

果を重ね合わせてみると，比較的徴税額の高い

２つのパンチャーヤト，すなわちMP１とMP

５，とそれ以外のパンチャーヤトとが３つの指

標によって区別されることがわかる（表２参照）。

１人当たり納税額の高い上位２つのパンチャー

ヤト（MP５，MP１）では，パンチャーヤトを

「とても信頼する」，「ある程度信頼する」と回

答した人の割合はそれぞれ９６．８パーセン

ト，９４．３パーセントであった。対照的に，グナ

県の家屋税を徴収していないMP３，MP４に

おいては，同じ数値がそれぞれ５３．３パーセン

ト，４７．１パーセントと非常に低かった。MP１

表３ ラームナード県家屋税徴税率ごとパンチャーヤト数（２００３～２００４年）

ブロック名 １００％ ９１％～ ７５％～９０％ ５０％～７４％ ４９％以下
パンチャー
ヤト総数

ラームナード ２５ １ ２６

ティルップラーニ ３２ １ ３３

マンダッパム ─ ─ ─ ─ ─ ０

R.S.マンガラム ３５ ３５

ティルヴァダナイ ４５ １ １ ４７

パルマクディ ３９ ３９

ボーグラール ２６ ２６

ナイナルコイル ２９ ５ ３ ３７

ムドゥグラトゥール ４６ ４６

カムーティ ５２ １ ５３

カダラディ ５８ １ １ ６０

合計 ３８７ ５ ３ ４ ３ ４０２

％ ９６．３％ １．２％ ０．７％ １．０％ ０．７％

ラームナード県内パンチャーヤト平均徴税率 ９８．９％

ラームナード県内パンチャーヤト１人当たり平均徴税額 １７．７

（出所）ラームナード県事務所。
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及びMP５を仮に「高信頼パンチャーヤト」と

呼ぶとすると，同パンチャーヤトにおいては，

「パンチャーヤトが構成村全体のために機能し

ているか」という質問に対してもそれぞれ１００

パーセントが肯定，「（新制度が発足した）１９９４

年以降，パンチャーヤトは向上したか」という

質問に対しては９６．８パーセント，８８．６パーセン

トが肯定，「パンチャーヤトの財務管理は適切

か」という質問に対しても８０．６パーセント，

８４．０パーセントが肯定的な回答をしている。同

じ質問に対し，MP３，MP４において肯定的

な回答をした割合がほぼ半分以下であることと

非常に対照的な結果となっている。このように，

比較的高徴税額のパンチャーヤトにおいては高

信頼，徴税していないパンチャーヤトにおいて

は低信頼，という結果が得られた。

一方，TN州においては，いずれのパンチャ

ーヤトにおいても一律にMP州の高信頼パンチ

ャーヤトと同様の回答傾向がみられた。すなわ

ち，いずれのパンチャーヤトも平均して９５パー

表４ コインバトール県家屋税徴税率ごとパンチャーヤト数（２００３～２００４年）

ブロック名 １００％ ９１％～ ７５％～９０％ ５０％～７４％ ４９％以下
パンチャー
ヤト総数

アナイマライ １９ １ ２０

アンヌール １９ ５ １ ２５

アヴィナーシ ２０ ５ ２ １ ２８

グディマンガラム １４ ３ ７ ２４

カーラマダイ １３ １ ３ １７

キナトゥカダヴ ３１ ５ ３６

マダトゥクラム ５ ２ １ ８

マドゥッカライ ４ ５ ３ １２

P.N.パーラヤム ２ １ １ ４

パッラダム １８ １ ２ １ ２２

ポーラッチ北 ３３ ３ １ ３７

ポーラッチ南 ２６ １ ２７

ポンガルール １３ ２ １５

サルカルサムクラム ８ １ ９

スルタンペート １８ １ １９

スルール ７ ７ ３ ３ ２０

トンダムトゥール ４ １ ４ ２ １１

ティルップール １５ ２ ３ ２０

ウドゥマルペート ２８ ４ ３ ３５

合計 ０ ２９７ ２６ ４０ ２６ ３８９

％ ０．０％ ７６．３％ ６．７％ １０．３％ ６．７％

コインバトール県内パンチャーヤト平均徴税率 ７８．２％

コインバトール県内パンチャーヤト１人当たり平均徴税額 ３４．５

（出所）コインバトール県事務所。
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セント以上の人がパンチャーヤトを信頼し，９７

パーセント以上の人がパンチャーヤトは構成村

全体のために機能していると考え，９０パーセン

ト近くの人が１９９４年以降パンチャーヤトは向上

したと感じ，８５パーセント以上の人がパンチャ

ーヤトの財務管理は適切だと答えた。しかしな

がら，この結果をより詳細に検証すると，徴税

率の唯一低いパンチャーヤト，TN１において

は，他のパンチャーヤトと異なる結果が確認さ

れた。それは，信頼の「質」に関するものであ

る。他のパンチャーヤトにおいては，パンチャ

ーヤトを信頼すると答えた９５パーセントのなか

でも，「とても信頼する」と答えた人の割合が

いずれも５０パーセントを超えているのに対し，

もっとも徴税率の低いTN１では同じ割合が

２５．０パーセント，若干低いTN３では４３．８パー

セントだった（図１参照）。徴税率の低いTN１

におけるパンチャーヤトへの信頼は，心からの

信頼というよりは，「ある程度」という承認に

近いもののように思われる。

このことは，必ずしもパンチャーヤトの提供

するサービスの量とは関係しない。２００３／０４年

度にパンチャーヤトが実施した事業の数とその

事業費を財務帳簿と村長らからの聞き取り調査

により比較してみた（注２０）。すると，高信頼パン

チャーヤト，すなわちMP１とMP５は必ずし

も最大のサービスを提供している訳ではないこ

とがわかる。むしろ，信頼度の低いMP３など

はパンチャーヤトを構成する３つの村で１基ず

つ井戸を建設しており，その事業費だけでMP

１やMP５における全事業費を超える。TN州の

場合も同様で，州内６パンチャーヤトのうちパ

ンチャーヤトに対する信頼度がもっとも低かっ

たTN１よりも総事業数や事業費が低いパンチ

ャーヤトは存在するし（TN６），事業費や事業

数がもっとも多いパンチャーヤト（TN４）が

もっとも信頼されている訳でもない。

さらに興味深いことに，MP州に比べて，TN

州の回答者はパンチャーヤトの活動についてそ

れほど関心をもっていないことがわかった。パ

図１ パンチャーヤトに対する信頼の質

（出所）筆者フィールドワーク（２００５年１～３月）。
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ンチャーヤトの実施する事業を列挙するよう尋

ねた質問に対し，４つ以上挙げられた回答者の

割合がMP州で４１パーセントなのに対し，TN州

では２５パーセントにすぎない。TN州の回答者

が，教育水準や新聞購読率などにおいてもMP

州の回答者を大きく上回っていること（注２１）を考

えると，この関心の低さは意外な結果といえる。

MP州においては，たとえ自分の居住区の便益

につながらないとしても，パンチャーヤト内の

他の居住区で実施された事業に関して，多くの

人が嫉妬も交えながら数多く列挙する。それと

は対照的に，TN州の納税者はパンチャーヤト

に税金を払いながらも，その活動内容等に関し

てはそれほど関心を払っていないのである。こ

のことから，TN州の納税者は，信頼している

パンチャーヤトに税金の使い道，管理を任せき

りにしているように思われる。

まとめると，１２パンチャーヤトの調査結果か

らは，パンチャーヤトへの信頼と徴税額もしく

は徴税率の間には何らかの相関があるように思

われる。MP州の６つのパンチャーヤト間では，

徴税額のわずかな差がパンチャーヤトへの信頼

度合いと関連しているようである。少なくとも，

信頼の度合いが低いパンチャーヤトでは高い徴

税額を実現することが困難となることは予想さ

れる。TN州においては，このことがより明確

に確認された。TN１以外の５つのパンチャー

ヤトでは，いずれも信頼の高さと徴税率の高さ

が同様に確認された。徴税率の唯一低いTN１

におけるパンチャーヤトへの信頼がそれほど厚

くないことが，信頼と徴税率との間の相関を予

想させる。

以上の結果から，高い徴税率（額）は，パン

チャーヤトへの高い信頼を必要とすることがわ

かった。しかしながら，MP州とTN州を全体と

して比較した場合，やはり両州のパンチャーヤ

ト間には徴税額の圧倒的な違いが存在する。パ

ンチャーヤトへの高い信頼だけが高い徴税率

（額）を保障することにはならない。MP州の

２つの高信頼パンチャーヤト，すなわちMP５

とMP１では，何かがTN州におけるような高徴

税額の実現を阻んでいるのである。両州の高信

頼パンチャーヤトにおける徴税状況に差をもた

らすのは何であろうか。次に，州政府に対する

信頼に視点を移して検討してみる。

（２） 州政府への信頼

MP州の高信頼パンチャーヤトとTN州のパン

チャーヤトを区別するもっとも大きな違いは，

実は，上位政府機関，特に州政府に対する信頼

度にみられる（図２参照）。近くにある機関ほ

ど信頼度が高い点はいずれにおいても共通する

傾向としてみられるものの，TN州の回答者は

パンチャーヤトに高い信頼（９５．３パーセント）

を寄せるのみならず，州政府に対しても７３．２パ

ーセントが信頼を寄せている。これに対し，MP

州の２つの高信頼パンチャーヤトの回答者は，

パンチャーヤトに対しては８４．８パーセントと高

い信頼を寄せる反面，州政府に対しては２５．８パ

ーセントしか信頼していない。この２つの高信

頼パンチャーヤトの州政府への信頼度は，MP

州の６パンチャーヤト平均値（３２．８パーセント）

よりも低い値である。MP州においては，パン

チャーヤトへの高い信頼とパンチャーヤトの外

の政府機関に対する信頼とは切り離されている

かのようだ。このことは，さらに低徴税率のTN

１の信頼の質を検証することで再確認された

（図３参照）。すなわち，TN１においては，上

述したパンチャーヤトへの信頼の「質」の問題

インド村落自治体における信頼・行政能力・徴税
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図２ 各政府機関に対する信頼（TN州６パンチャーヤトとMP州高信頼パンチャーヤト）

（出所）筆者フィールドワーク（２００５年１～３月）。

図３ タミル・ナードゥ州パンチャーヤトにおける州政府への信頼の質

（出所）筆者フィールドワーク（２００５年１～３月）。
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同様，州政府への高い信頼（６８．７パーセント）

を示しながらも，そのうち，「とても信頼する」

と回答した人の割合が，他のパンチャーヤトで

はいずれも３０パーセントを超えるなか，わずか

３．１パーセントと極端に低い数値にとどまって

いるのである。

まとめると，パンチャーヤトへの信頼に関し

ては，MP州の高信頼パンチャーヤト（MP１，

MP５）とTN州のパンチャーヤトとの間で同様

の傾向がみられたものの，州政府への信頼がこ

の２つのグループを分ける結果になった。TN

州のパンチャーヤトにおいては，パンチャーヤ

トも州政府も一般的に信頼されている一方，

MP州の高信頼パンチャーヤトにおいては州政

府に対する信頼がTN州に比べて著しく低いの

である。これらの結果を表にまとめると表５の

ようになる。グループBとグループDはほぼ仮

説どおりの傾向，すなわち行政能力，信頼，納

税状況が，それぞれ相関をみせている。一方，

グループAとグループCは，行政能力以外の要

素において，仮説とは異なる傾向をみせている

ことがわかる。では，このグループA，Cの結

果はどのように説明付けられるのであろうか。

次に，各パンチャーヤト内のカースト構成を検

討することで，より詳細に検証する。

（３） 村内カースト構成と信頼

表６と表７は各パンチャーヤトにおける構成

村ごとのカースト構成を表したものである。興

味深いことに，MP州の場合，グループAの２

つの高信頼パンチャーヤトにおいては，多数派

を占めるカーストがそれぞれ指定部族と指定カ

ーストとなっていることがわかる。MP１にお

いては指定部族のゴンド（Gond），MP５にお

いては最多カーストがバッライー（Ballai），そ

れに次いでチャマール（Chamar）といずれも

指定カーストである。他のグループBのパンチ

ャーヤトにおいては，多数派を占めるカースト

はその他指定カーストもしくは他の上位カース

トである。具体的には，MP２がパーワル（Pawar），

MP３がダーカル（Dhakar），MP４がヤーダヴ

（Yadav），MP６がシルヴィ（Sirvi）となってい

る。これらのカーストはすべて，その他後進諸

階級（Other Backward Classes, OBC）（注２２）もしく

はそれ以外の上位カーストに属する。

調査中，グループBのパンチャーヤト（特に

MP３とMP６）において，指定カースト，指定

グループ パンチャーヤト名 行政能力 パンチャーヤト
への信頼

州政府への信頼 徴税状況

A MP１，MP５ 低い 高い 低い 低い
（けれどもBよ
り若干高い）

B MP２，３，４，６ 低い 低い 低い 低い

C TN１ 高い あまり高くない あまり高くない 低い

D TN２，３，４，５，６ 高い 高い 高い 高い

表５ １２パンチャーヤトの分類

（出所）筆者作成。

インド村落自治体における信頼・行政能力・徴税
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MP１
カースト 分類 V１ V２ V３ V４ 合計

メーヘラ SC ４．７％ ４．７％ ２．３％ ２．３％ １４．０％
ゴンド ST ２３．３％ １１．６％ １６．３％ １４．０％ ６５．１％
オジャー ST ２．３％ ４．７％ ７．０％
コルク ST ２．３％ ２．３％
キーラル OBC ２．３％ ２．３％
ガウリ ＃ OBC ２．３％ ２．３％
マーリ OBC ２．３％ ２．３％
クンビ OBC ２．３％ ２．３％
ゴーラン ＃ その他 ２．３％ ２．３％
合計 ３４．９％ １６．３％ ２５．６％ ２３．３％ １００．０％

MP２
カースト 分類 V１ V２ 合計

チャマール SC ０．６％ ０．６％
マング SC １．５％ １．５％
メーヘラ SC ３．４％ ５．４％ ８．８％
ゴンド ST ６．０％ ６．０％
パーワル ＃ OBC ３９．９％ ４０．５％ ８０．４％
ローハル OBC ０．７％ ０．７％ １．３％
カラール OBC ０．６％ ０．６％
ナーイ OBC ０．４％ ０．４％
バニヤー その他 ０．４％ ０．４％
合計 ５２．５％ ４７．５％ １００．０％

MP３
カースト 分類 V１ V２ V３ 合計

メーヘタル SC １．１％ １７．５％ １８．６％
チャマール SC ２．７％ ２．７％
シェヘリヤ ST １０．６％ １０．６％
ヤーダヴ OBC ０．０％ ７．７％ ７．７％
ダーカル OBC ３９．５％ １７．６％ ５７．１％
ブラーフミン その他 １．１％ １．１％
ディーマル ＃ その他 １．６％ １．６％
ローダー ＃ その他 ０．０％ ０．６％ ０．６％
合計 ５６．５％ ８．３％ ３５．１％ １００．０％

MP４
カースト 分類 V１ V２ V３ 合計

メーヘラ SC ５．８％ ５．８％
チャマール SC ４．５％ ４．５％
メーヘタル SC １．０％ １．０％
ビール ST １５．３％ １５．３％
ヤーダヴ OBC ４２．０％ ４２．０％
グッジャル OBC １７．５％ １０．４％ ２７．９％
ミーナ ＃ OBC １．７％ １．７％
ブラーフミン その他 １．４％ １．４％
ジェイン その他 ０．３％ ０．３％
合計 ７２．１％ １７．５％ １０．４％ １００．０％

表６ MP州パンチャーヤトにおけるカースト構成
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MP５
カースト 分類 V１ V２ 合計

バッライー SC ２０．７％ １０．４％ ３１．１％
チャマール SC １４．５％ ６．２％ ２０．７％
パルディ SC ２．７％ ２．７％
メーヘタル SC ２．１％ ２．１％
アンジュナ・パテール＃ OBC １０．４％ ９．３％ １９．７％
ジャイスワール ＃ OBC ８．３％ ８．３％
バンジャール OBC ３．１％ ３．１％
プラジャーパティ OBC １．０％ １．０％
ナーイ OBC ０．４％ １．４％ １．９％
ジャート ＃ OBC ０．４％ ０．４％
ガーリ OBC １．４％ １．４％
ブラーフミン その他 ４．６％ １．０％ ５．６％
ラージプート その他 １．４％ ０．６％ ２．１％
合計 ６８．３％ ３１．７％ １００．０％

MP６
カースト 分類 V１ V２ 合計

チャマール SC ７．６％ １．０％ ８．６％
バッライー SC ６．３％ １．３％ ７．６％
メーヘタル SC ０．３％ １．３％ １．５％
バルゴンダ SC ０．３％ ０．３％
バーグリ SC ２．５％ ２．５％
ビール ST ２．５％ ０．５％ ３．０％
シルヴィ ＃ OBC ２５．３％ ２５．３％
カーチ OBC ６．３％ ６．３％
ラトール ＃ OBC ５．１％ ３．８％ ８．９％
ミーナ ＃ OBC ７．６％ ７．６％
プラジャーパティ OBC ２．５％ ２．５％
グッジャル OBC ２．５％ ２．５％
ドービー OBC １．３％ １．３％
ダマーミ ＊ OBC １．３％ １．３％
スータル ＊ OBC ３．３％ ０．３％ ３．５％
カラール OBC ０．３％ ５．１％ ５．３％
ガーチ ＊ OBC ０．８％ ０．８％
ナーイ OBC ０．３％ ０．３％
ブラーフミン その他 １．３％ １．３％
カーヤスト その他 ０．８％ ０．８％
ラージプート その他 ７．６％ ７．６％
ベーラーギ ＃ その他 ０．５％ ０．５％ １．０％
カロール ＃ その他 ０．３％ ０．３％
合計 ７６．２％ ２３．８％ １００．０％

（出所）筆者フィールドワーク（２００５年１～３月）。
（注） カースト分類は州ごとに異なり，TN州政府は憲法上保障された指定カースト（Scheduled Caste，以後SC），

指定部族（Scheduled Tribe，以後ST）に対する留保制度のほか，教育機関への入学及び公務員への登用にかか
る留保制度を適用するカテゴリーとして，SC，ST，後進階級（Backward Classes，以後BC），最後進階級（Most
Backward Classes，以後MBC）を設定している。MP州政府は憲法上保障されたSC，STに対する留保制度のほ
か，パンチャーヤト選挙，教育機関への入学及び公務員への登用にかかる留保制度を適用するカテゴリーとし
て，SC，ST，その他後進階級（Other Backward Classes，以後OBC）を設定している。したがって，TN州にお
けるカースト分類は，SC，ST，BC，MBC，その他の５分類，MP州におけるカースト分類は，SC，ST，OBC，
その他の４分類をもちいた。
インドのカースト制度は地域的に非常に多様であり，同じカーストであっても居住地域によって名称が異な

ったり，分類が異なったりすることがしばしばある。ここでは，カースト名及び分類（SC，ST，BC，OBC，
MBC，その他）の表記につき，基本的に村内での聞き取り調査の結果を反映しながらも，便宜上，３つ（＃，
＊，無印）に区分した。＃印は，聞き取り調査の結果が後述する標準化されたカースト分類リストと異なる場
合である。＊印は，カースト名自体がリストにないため，分類が不明な場合である。無印は，聞き取り調査の
結果がリストと一致した場合である。ただし，同一と思われるカースト名に関しては，確認が可能な限り便宜
上州内で名称の統一を図った。カースト分類の標準に関しては，MP州及びTN州のSC，STについては２００１年
国勢調査データ［GOI，CENSUS］，MP州のOBCについては国家後進諸階級委員会（National Commission for
Backward Classes）のデータ［GOI，NCBC］，TN州のBC，MBCについては同州後進諸階級，最後進諸階級及
びマイノリティ福祉局（Backward Classes, Most Backward Classes and Minorities Welfare Department）のデータ
［GOTN］を参照した。
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TN１
カースト 分類 V１ V２ V３ V４ V５ V６ V７ V８ V９ V１０ V１１ 合計

パラヤール SC ０．２％ ３．４％ ０．２％ ２．６％ ６．４％
クルンバ ST ０．４％ ０．４％
ヴァンニヤール BC ２６．２％１９．４％１２．９％ ６．９％ ８．３％ ４．４％ ６．３％ ５．６％ １．０％ １．３％ ０．６％ ９３．０％
ムスリム その他 ０．３％ ０．３％
合計 ２６．５％２２．８％１３．０％ ６．９％ ８．３％ ７．３％ ６．３％ ５．６％ １．０％ １．３％ １．０％ １００．０％

TN２
カースト 分類 V１ V２ V３ V４ V５ V６ V７ 合計

パラヤール SC １．２％ １．２％
アルンダディヤール SC １．１％ １．１％
コーラワ SC ０．２％ ０．２％
イルラー ST ２．１％ ２．１％ ３．１％ ７．２％
マラヤーリ ST １４．２％１０．４％ ３．２％ ２７．８％
ヴァンニヤール＃ MBC ０．７％ １．２％ ０．２％１２．４％ １４．７％
ヴァンナール MBC ０．２％ ０．２％
ナヴィダール MBC ０．６％ ０．６％
コング・ヴェラッラール・ガウンダール BC ０．３％ １．６％ ５．０％３３．２％ ４０．０％
ナイドゥ ＃ BC ０．２％ ０．２％
ヴァンニヤール・チェッティヤール BC ０．３％ ０．３％
カンマラール ＃ BC ０．６％ ０．６％
クーヤヴァール BC ０．２％ ０．２％
ムスリム その他 ０．２％ ４．１％ ０．８％ ５．２％
アイヤール その他 ０．２％ ０．２％
合計 １４．９％１１．３％ ６．２％ ８．９％５３．７％ ３．１％ １．９％ １００．０％

TN３
カースト 分類 V１ V２ V３ V４ V５ V６ V７ V８ V９ V１０ V１１ 合計

パッラール SC ９．３％ ０．４％ ９．８％
アルンダディヤール SC ７．５％ ６．２％ ４．７％ ５．３％ ０．３％ ２３．９％
パラヤール SC ０．５％ ３．９％ ４．４％
パンダーラム・プージャーリ MBC ０．２％ ０．２％
ムディライヤール MBC ０．２％ ３．４％ ３．６％
ナヴィダール MBC ０．１％ ０．１％
ヴァンナール MBC ０．１％ ０．１％ ０．２％
ゴング・ヴェラッラール・ガウンダール BC ４．７％１２．４％ ６．２％ ６．２％ ６．２％ ３．７％ ４．４％ ２．２％ １．９％ ４７．９％
クルンバ・ガウンダール BC ６．８％ ６．８％
パラベラッラ・ガウンダール BC ０．２％ ０．２％
マリアダ・ガウンダール＊ BC １．９％ １．９％
キーラ・カーラ・ガウンダール＊ BC ０．２％ ０．２％
チェッティヤール BC ０．２％ ０．２％
ナイドゥ ＃ BC ０．１％ ０．１％
アーサーリ ＃ BC ０．２％ ０．３％ ０．５％
合計 １９．０％１９．１％１５．５％１４．７％１２．０％ ５．３％ ４．５％ ３．９％ ２．２％ ２．０％ １．９％ １００．０％

表７ TN州パンチャーヤトにおけるカースト構成
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TN４
カースト 分類 V１ V２ 合計

アルンダディヤール SC ２３．０％ ３．１％ ２６．１％
パラヤール SC １．７％ ０．０％ １．７％
パッラール SC ０．２％ ０．０％ ０．２％
マラッサール ST １．６％ ０．５％ ２．１％
ヴァンニヤール MBC １．６％ １．６％ ３．１％
アーンディパンダーラム MBC ０．５％ ０．１％ ０．６％
ボーヤル MBC ５．２％ ０．０％ ５．２％
ナヴィダール MBC １．０％ ０．３％ １．４％
ヴァンナール MBC ０．３％ ０．４％ ０．７％
コング・ヴェラッラール・ガウンダール BC ３９．７％ ６．３％ ４６．０％
ナイドゥ ＃ BC ０．５％ ０．０％ ０．５％
テーヴァル ＃ BC ３．１％ ０．０％ ３．１％
ウダイヤール BC ０．３％ ０．５％ ０．８％
アーサーリ ＃ BC １．０％ ０．０％ １．０％
テルグ・チェッティヤール BC ０．０％ １．０％ １．０％
デヴァンガ・チェッティヤール ＊ BC ６．３％ ０．０％ ６．３％
合計 ８６．１％１３．９％ １００．０％

TN５
カースト 分類 V１ V２ V３ V４ V５ V６ V７ V８ V９ 合計

チャックリヤー SC ０．９％ ２．１％ ３．１％
テーヴァル ＃ MBC ２．０％１２．２％ ５．３％ ５．９％ ２．７％ ２８．１％
ムスリム BC ２８．５％ ２８．５％
ムディライヤール BC １．９％ １．９％
アーサーリ ＃ BC ４．０％ ０．２％ ４．３％
ヤーダヴァル BC ５．３％ ５．３％
チェッティヤール BC ０．２％ ０．２％
アガムダイヤール BC １．２％ ８．１％ ８．１％ １７．４％
ナーダール BC ０．９％ ０．２％ ６．２％ ７．２％
ヴェラッラール その他 ４．１％ ４．１％
レッディヤール その他 ０．１％ ０．１％
合計 ４０．６％１７．４％ ６．６％ ８．１％ ８．１％ ６．２％ ６．２％ ４．６％ ２．１％ １００．０％

TN６
カースト 分類 V１ V２ V３ 合計

チャックリヤー SC ６．１％ ６．１％
パッラール SC ６．９％ ４．１％ １１．０％
アルンダディヤール SC １５．３％ １５．３％
ヴァンナール MBC ０．２％ ０．８％ １．０％
ヤーダヴァル BC ０．６％ ２４．４％ ２５．１％
テーヴァル ＃ BC ０．６％ ４．１％ ４．７％
ナイドゥ ＃ BC １．８％ ０．２％ ２．０％
ウダイヤール BC ２０．４％ ２０．４％
アーサーリ ＃ BC ０．２％ １．０％ １．２％
ナーダール １．０％ １．０％
ムスリム その他 １２．２％ １２．２％
合計 １７．１％２０．８％６２．１％ １００．０％

（出所）筆者フィールドワーク（２００５年１～３月）。
（注）表６の注に同じ。
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部族に属する回答者からは，グラム・サバへは

あまり参加していない，という声が聞かれた。

前述のように，グラム・サバの実質的な機能か

らすると，指定カースト，指定部族の住民が多

く参加する必要があるところであり，しばしば

記録上は参加したことになっているが，実際に

はそうではないという。参加しない理由として，

グラム・サバの開催通知がなかったこと，あっ

たとしても仕事に行く必要があり，参加できな

かったこと，などがあげられた。MP３では，

グラム・サバの場で，支配カーストのダーカル

が指定カーストから留保議席によって選ばれた

村長を吊るし上げる一幕もみられたという（注２３）。

一方，グループAのパンチャーヤトでは，村

内における指定部族，指定カーストの人口比重

が高いため，このようなことが起こりにくいよ

うに思われた。MP１では，グラム・サバに「定

期的に」あるいは「ときどき」参加していると

いう回答者の割合は８４パーセントと，調査した

パンチャーヤト中，もっとも多かった。指定カ

ースト，指定部族の参加率も８０パーセントと

MP州内でもっとも高い数値だった。父親が公

務員をしているという２０代の女性は，「私たち

の家族は誰もグラム・サバに参加しない。あれ

はBPLの人たちが仕事をもらうために集まるも

ので，私たちAPL（Above Poverty Line，貧困線

以上）の住民には関係のないものだ」と答えた。

彼女のグラム・サバの役割に対する認識は正確

とはいえないものの，少なくともこの村のグラ

ム・サバでは政府の貧困削減事業にかかる受益

者選択という，そのもっとも基本的な機能が十

分に果たされていることはわかる。MP１にお

いては，多数派を占めるのが指定部族であるた

めか，MP３の事例とは異なり，他の下位カー

ストに対して必ずしも排他的な行動には出ない

ようである。このことがMP１におけるパンチ

ャーヤトへの高い信頼につながっているのでは

ないだろうか。以上のことから，MP州におい

ては，パンチャーヤトへの信頼は，下位カース

トに対する多数派カーストの態度によって影響

を受ける可能性があることがわかる。

しかしながら，他方のTN州では，支配カー

ストの存在と信頼との間にこのような関連はみ

られない。すべてのパンチャーヤトにおいて，

グループB同様，指定部族及び指定カースト以

外の多数派カーストが存在する。TN１におい

てはヴァンニヤール（Vanniyar），TN２，TN３，

TN４においてはコング・ヴェラッラール・ガ

ウンダール（Gongu Vellallar Gounder），TN５に

おいてはテーヴァル（Thevar），TN６において

はヤーダヴァル（Yadavar）がそれぞれ多数派

である。特に前者３つのカースト，ヴァンニヤ

ール，コング・ヴェラッラール・ガウンダール，

テーヴァルは，それぞれの地域において政治的

にも経済的にも有力なカーストとして知られて

いる。にもかかわらず，これらの支配カースト

は，必ずしもグラム・サバなどで下位カースト

を排除するわけではなく，各パンチャーヤトに

おける下位カーストのグラム・サバ参加率はグ

ループBにおけるほど低くはない。指定カース

ト，指定部族の回答者で，グラム・サバに「定

期的に」あるいは「ときどき」参加していると

いう回答者の割合は６７．７パーセントで，MP州

平均の４５．７パーセントを大きく上回る（注２４）。

このように，支配的な地位にあるカーストが，

利益分配に関する意思決定過程において，必ず

しも下位カーストを排除しない，というTN州

の状況は，MP州とは対照的である。MP州で
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は，多数派を占めるカーストの下位カーストに

対する態度と，パンチャーヤトへの信頼との間

につながりがあるように思われる一方，TN州

では，多数派上位カーストの優勢とパンチャー

ヤトへの信頼とは共存しているのである。この

ことはどのように説明されるべきであろうか。

（４） 州政府の行政能力と信頼

ここでもう１度，州政府の行政能力の観点に

立ち返ってこの問題を再検討してみる。村民が

実際に州政府の活動を認識できる場は，先に述

べた定期検査のほか，村内の公共事業の工事検

査等，県行政機関による検査，監督活動が主と

なる。そこで，こうした検査活動をどの程度住

民が認識しているかを調べるため，「役人はパ

ンチャーヤトの帳簿や活動をチェックしに来る

か」と住民に尋ねた結果が図４である。その結

果，興味深いことに，確信をもって「役人は来

ている」と回答した住民の割合と，パンチャー

ヤトを「とても信頼する」と回答した住民の割

合がほぼ重なることがわかった（図１を合わせ

て参照）。つまり，役人の検査活動に対する認

識と，パンチャーヤトへの信頼との間に何らか

の関係があることがわかる。さらに州ごとに詳

細に分析すると，MP州のパンチャーヤトで「役

人は来ている」と確信をもって回答した住民の

割合はTN州に比べて低く，平均してわずか１９

パーセントにすぎない。しかしそのなかでも，

グループAの高信頼パンチャーヤトでは，「役

人は来ていると思うが，実際にみたことはない」，

「来ていないけれどもパンチャーヤトを信頼し

ている」という肯定的な回答をした住民の割合

が非常に高く，村長らによる不正を疑う傾向は

ほとんどみられない。一方，グループBのパン

チャーヤトにおいては，村長らによる不正を疑

う傾向が非常に強くみられる。これは，グルー

プAやTN州のパンチャーヤトにはみられない

図４ パンチャーヤトに対する州政府の監視：
「役人はパンチャーヤトの帳簿や活動をチェックしに来ますか？」

（出所）筆者フィールドワーク（２００５年１～３月）。
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傾向である。

一方，TN州のパンチャーヤトにおいては，

若干の差はみられるものの，平均して５７パーセ

ントもの住民が「役人は来ている」と回答して

いる。特に，TN１を除くグループDのパンチ

ャーヤトでは，村長らによる不正を疑う傾向が

一切みられないことも特徴的である。グループ

CのTN１はこの点でも例外的で，MP州のグル

ープBに比べるとわずかではあるが，１６パーセ

ントの回答者が村長らによる不正を疑っている

ことがわかる。

（５） 行政能力，信頼，徴税率

このことを前述のカースト構成と関連づけて

整理すると，行政能力が低いMP州においては，

村内のカースト構成が直接的にパンチャーヤト

への信頼度に影響を与えていることがわかる。

すなわち，グループBのパンチャーヤトでは，

行政の監視が行き届かない分，上位カーストに

よる支配がパンチャーヤトへの信頼を損なう原

因となっていると思われる。また，グループA

では，同様に行政の監視が行き届かないものの，

下位カーストが多数派であることから，グラム

・サバにおける資源配分が比較的公平に行われ

る結果，パンチャーヤトへの信頼も確保されて

いる。つまり，下位カーストの優位が行政能力

の低さを補う形で，パンチャーヤトへの信頼を

かろうじて確保している，といえるのではない

か。しかし，この条件のもとでは，徴税額の著

しい向上にまではつながらないことは先にみた

とおりである。

これに対し，高い行政能力をもつTN州にお

いては，一般的に上位カーストの支配がパンチ

ャーヤトに対する信頼に与える影響は限られて

いるようである。グループDのパンチャーヤト

では，有力な上位カーストが存在する一方で，６

割近くの回答者がパンチャーヤトに対する行政

の監督を認識しており，村長らによる不正を疑

う住民は，少なくとも表立ってはいない。行政

能力の高さが，村長らによる不正をある程度防

ぎ，それがパンチャーヤトへの高い信頼と徴税

率の高さにつながっているのではないかと思わ

れる。しかしながら，残るグループC，すなわ

ちTN１は，この行政能力の高さによる恩恵を

受けていないように思われる。TN１も他のTN

州のパンチャーヤト同様，行政による検査活動

が適用され，多くの住民がそれを認識している

にもかかわらず，１６パーセントの住民は村長ら

による不正を疑っているのである。同じTN州

にありながら，グループCとDとの間の違いは

何に起因するのであろうか。

TN１のカースト構成を他のパンチャーヤト

と比較すると，支配カーストであるヴァンニヤ

ールの比重が９３パーセントと著しく高いことが

わかる。しかもこのヴァンニヤールの優位は，

構成する１１の村落すべてに共通するものである。

そのためか，この村ではしばしば伝統的パンチ

ャーヤト，あるいはカーストパンチャーヤトと

して言及される，いわゆる村の長老会（注２５）が強

い影響力を保持していることが確認された。イ

ンタビューをした多くの村民の証言では，この

長老会が指導力を発揮して，前回選挙時に官職

売買が行われたというのである。複数の住民の

証言によると，長老会は選挙による対立を避け

る名目で，２００１年のパンチャーヤト選挙に先立

って取り決めを行った。村長希望者は１８万ルピ

ーを長老会に払い，それを長老会がパンチャー

ヤトを構成する１１の村に人口割合に応じて配分

するというもので，現在の村長もその取り決め
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に従って選出された（注２６）。官職売買や，伝統的

カーストパンチャーヤトと公的に選ばれるパン

チャーヤトとの緊張関係などの事例については，

地元の研究者によってしばしば指摘されている

が（注２７），こうした事実を誰もが認識し，指摘し

たパンチャーヤトはTN１だけであった。イン

タビューした多くの村民はこのやり方に不満を

示したが，調査票への回答においては多くが表

立ってパンチャーヤトに批判的な態度を示すこ

とはなかった（注２８）。しかしながら，先にみたよ

うに，パンチャーヤトや州政府に対して「とて

も信頼する」と回答した割合はグループDのパ

ンチャーヤトに比べて著しく低く，また，１６パ

ーセントもの住民が村長の不正を示唆したこと

は，グループDでは確認できなかった住民の不

満を十分に物語るものである。TN州の調査対

象パンチャーヤトのうち，唯一TN１の徴税率

が低い背景には，不正を疑われるパンチャーヤ

トや，その不正を防げない州政府への住民の不

満があるのではないかと思われる。すなわち，

高い行政能力をもつ州政府であっても，このよ

うな強い影響力をもつ長老会の「不正」行為を

防ぐことができない，あるいは，黙認せざるを

得ない弱さがあり，そうした政府や，長老会の

影響下におかれたパンチャーヤトは住民の十分

な信頼を得ることができない。その結果，徴税

率も低く留まっている，といえるのではないだ

ろうか。

Ⅴ 考 察

以上のことから，高徴税率（額）を実現する

要件としては，パンチャーヤトへの信頼に加え

て，州政府の行政能力と州政府への信頼が必要

とされることがわかった。特に，州政府による

検査活動が住民によって認識されている度合い

と，パンチャーヤトへの信頼度がほぼ相関して

いることは重要である。その背景には，多数派

を占めるのが上位カーストであった場合，パン

チャーヤトの資源がそうした上位カーストに独

占される可能性が大きいという懸念がある。役

人が必ずしも清廉潔白でないことは，いずれの

州においても住民がよく認識している。検査活

動に乗じて「手数料」と称する賄賂を要求する

役人の汚職ぶりを不満げに訴える住民は少なく

なく，調査中も度々そうしたエピソードが聞か

れた。重要なことは，住民がそうした事実を認

めながらも，それでもなお，州政府による検査

活動がパンチャーヤトにおける不正を防いでい

ると認識しているという点である（注２９）。ここに

州政府の果たす外部者としての役割の大きさが

うかがわれる。

また，州政府に対する信頼は，こうした検査

活動など日常的に目にみえる行為にもとづくも

のでもある一方，永年にわたって築かれた関係

によって培われるものでもある。拙稿［Sasaki

２００５］で指摘したように，TN州においては，

植民地時代から地方自治制度がある程度の発達

をみせていたほか，各村に地税台帳を管理する

書記（Karnam）がおり，彼らが自治体に納め

る税金も合わせて管理していた［Saraswathi

１９７３，２５０―２５１］。こうして永年にわたり継続し

てきた制度が，納税者の政府機関に対する信頼

の基盤になっているということもあるだろう。

TN州での調査中，納税者である村民からよく

聞かれたのが，「村長も事務員も，行政（州政

府）に指導されているから，徴収する以外にな

いんだ」というパンチャーヤトに対する同情的

インド村落自治体における信頼・行政能力・徴税
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な意見だった。同様に，村長も事務員も「貧し

い村民から徴収はしたくないけれども，行政か

ら要求されるから仕方がない」と訴える。こう

したロジックは，村役人による徴収の後，行政

に渡ることとなっていたかつての「地税」の場

合などと共通ではないかと思われるが，興味深

いのは，地税とは異なり，家屋税はパンチャー

ヤトの施設の維持管理費などに１００パーセント

充てることのできるパンチャーヤトの自主財源

だという点である。グループDの高徴税率のパ

ンチャーヤトにおいては，古くからパンチャー

ヤトを制度として支えてきた，高い行政能力を

有する州政府の信頼性と，その信頼性を背景と

した，こうしたパンチャーヤトと村民の間の信

頼関係によって，納税／徴税行為が成功を収め

ているのではないかと思われる。

一方のMP州においては，こうした州政府と

パンチャーヤトとの間の連携はほとんどみられ

ない。州政府のあらゆるレベルの役人が，パン

チャーヤトにおける徴税率の低さをどうにも改

善しようのない問題として捉えていると思われ

る。州レベルの高官は，「パンチャーヤトは高

度に政治化されており，政治的人気取りばかり

考える村長に徴税など無理だ」と決めつけ，あ

くまでも州政府と自治体の税行政のパフォーマ

ンスとを区別する傾向にある（注３０）。その結果，

村長には徴税へのインセンティブがほとんど働

かず，行政との連絡役を果たす事務員の多くは，

自らの職務と村長の無関心との間で板挟みにな

る傾向があり，いずれにしても徴税率を上げる

ことは困難である。パンチャーヤトへの信頼が

高いグループAにおいても，信頼が低いグルー

プBにおいても，住民がおもにパンチャーヤト

に期待するのは中央政府の補助事業から得られ

る利益の配分に限られる。その結果，利益の配

分が一部の村民に偏った場合，パンチャーヤト

に対する著しい不信感が生じ，それがさらにパ

ンチャーヤトへの非協力的態度，すなわち税金

の未払いへとつながるのではないか。このよう

に，たとえパンチャーヤトに対する高い信頼が

あっても，それを州政府が制度として支えない

場合，パンチャーヤトの徴税も困難を来すもの

と思われる。

お わ り に

冒頭で引用した第１１次財政委員会の指摘は，

ともすると帳簿の管理すらおぼつかない村落レ

ベルの現状を十分に把握した上での妥当なもの

だった。しかしながら，パンチャーヤトの行政

能力の向上は，単にパンチャーヤトのみの問題

には留まらない。パンチャーヤトの徴税状況が

州によってこれほど異なる背景には，州政府の

果たす役割に対する関心の低さがあるのではな

いか。分権政策を実際に担当するのは各州政府

の担当省庁であり，県，ブロックレベルに配置

された職員である。そしてこうした地方行政職

員は，歴史的に培われたノウハウや，永年にわ

たって住民との間に築いてきた信頼関係の基盤

の上で機能しており，そこに各州独自の要因が

働く余地が存在する。高徴税率を実現するため

には，パンチャーヤトの行政能力の欠如を補う

州政府の行政能力が大きな役割を果たし，その

両者に対する住民の信頼が必要であるという本

稿の結論は，レヴィらの提示した仮説を支持す

るものである。特に，パンチャーヤト税制の場

合，州政府による検査活動がパンチャーヤト内

の一部のカーストグループや住民による資源独
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占を防ぐなど，公平な利益配分を保障する役割

を期待されているという点は重要である。１９９３

年から２期１０年にわたってMP州で地方分権改

革を指揮したディグヴィジャイ・シン元州首相

は，下級役人による汚職をおそれ，意図的に行

政によるパンチャーヤトへの関与を最小限に減

らすよう指示したという（注３１）。しかしながら，

結果的にそれは村長らによるパンチャーヤト財

源の独占を招き，会議派の３選を阻止した野党

による「汚職の地方分権」という批判を強める

こととなった。反対に，地方分権には消極的で

あり，厳しい監査，検査活動を実施するTN州

政府の方が，結果的にパンチャーヤトの徴税率

向上を助け，より多くの住民に信頼されている。

地方分権とは，単に資源及び権限を住民により

近い行政単位に移譲するだけでなく，その資源

及び権限が適切に管理されていることを保証す

る仕組みをともなって初めてその有効性が認め

られるものである。高い行政能力を発揮するこ

とでパンチャーヤトに対する住民の信頼を高め，

徴税率の向上を導く州政府こそが，長期的には

パンチャーヤトの自立性と持続性を高め，地方

分権政策を成功に導くといえるのではないだろ

うか。

（注１） 数値はGOI（２００６）によった。

（注２） 条文の和訳は孝忠・浅野（２００６，１５７）に

よった。

（注３） 全インド・アンナ・ドラヴィダ進歩連盟

（All India Dravida Munnetra Kazhagam）及びドラヴ

ィダ進歩連盟（Dravida Munnetra Kazhagam）は地域

政党としてのアイデンティティを主張し，中央政府

から州政府への分権の主導者とみられていたが，州

内分権には消極的であった。Manor（１９９９）は，そ

の理由が両党の地方における強い組織力とそれにも

とづく激しい競争関係にあると仮説的に論じている。

両党とも地方組織を通じて資源配分のネットワーク

を確立しており，政権党がその資源をほぼ独占して

きたが，パンチャーヤト組織が登場することで，そ

うした独占的資源配分が脅かされることを嫌う傾向

があるという。こうした政権党による資源独占がTN

州で特に顕著にみられることについては，両州を含

む複数州の県行政機構に詳しい県徴税官も同様の証

言をしている（筆者インタビュー，２００４年２月，於

MP州）。

（注４） 社会科学研究所の発行する『パンチャー

ヤティ・ラージ・アップデート』は地元発行の新聞

を引用し，TN州の歴代政府が度々パンチャーヤト選

挙を延期した理由をまとめている。

（注５） 第Ⅲ節冒頭で説明するHouse tax matching

grantの訳。全国でもTN州にのみ存在する家屋税増収

を促すための補助金制度。

（注６） 数値はGOMP（１９９８），GOTN（２００１）に

よる。いずれも１９９５／９６～９７／９８会計年度の平均値。

（注７） 注６に同じ。

（注８） パンチャーヤトの財源は，大きくは「自

主財源」と「その他の財源」（中央及び州政府からの

補助金，寄付等）に分けられ，自主財源はさらに「自

主税源」と「その他の自主財源」（水道使用料等の受

益者負担等）とに分けられる。家屋税は自主財源の

なかでも「自主税源」の一部と位置づけられる。家

屋税のほか，おもなパンチャーヤトの自主税源には，

車輌税，農業以外の職業従事者に課される職業税，

鉱物の採掘，砕石業者に課される採掘税のほか，使

用料に相当する電灯税などがある。

（注９） 農村部においては，農業所得にかかる課

税がしばしば課題として指摘されているが

［Rajaraman２００３］，現状ではほとんど実施されてい

ない。職業税，採掘税，車輌税などはいずれも目的

税的性格をもった税であり，課税対象も一部の住民

や事業者に限られる。一方，家屋税は多くの場合，

中央政府のインディラ・アーワーズ計画（Indira Awaz

Yojana）により貧困世帯向けに政府が建設した家屋

に対しても課税がなされており，土地なし農民であ

っても家屋税の課税対象とされることから，家屋税

の課税対象世帯は農村で課せられる税のなかでもっ

とも大きいものと考えられる。

インド村落自治体における信頼・行政能力・徴税
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（注１０） MP州の場合，州パンチャーヤト法上は「資

産税」と規定されているものの，土地に対する課税

はなされておらず，実際は「家屋税」（house tax, makan

kar）と呼ばれ，評価対象もTN州同様建物に限定され

ている。また，MP州は２００１年，パンチャーヤトから

グラム・サバに多くの課税権限を移管したが，この

法改正は実際には部分的にしか履行されておらず，

少なくとも調査パンチャーヤトにおいては，家屋税

徴収にかかる事務は法改正前のとおりパンチャーヤ

トが行っている［Sasaki２００５，１００n］。

（注１１） ここでいうパンチャーヤトは，第Ⅰ節で

説明する議会体としてのパンチャーヤトで，村長，

事務員，村内各地区の議員からなる。随時必要が生

じた際招集されるほか，基本的には月１回程度会合

をもつこととされる。

（注１２） HDIに関しては近年，インド各州の間で

も関心が高まり，各政府が独自に報告書を作成，発

行している。MP州はその先駆であり，１９９４年に各州

に先立ち発行して以来，２００２年発行分で３冊目とな

っているのに対し，TN州は２００３年に初めて発行した。

HDIを作成するにあたり，おおまかな指標の構成要

素（教育［識字率及び就学率］，健康［出生時平均余

命］，所得）は共通しているものの，データの出所は

それぞれ異なっているため，HDIは州内での比較に

は適しているものの，州を越えての比較については，

その精度が問われる。この点を検証するため，全国

共通の基準で実施される国勢調査の世帯調査の結果

から，飲料水源への距離，電力，下水道施設の有無，

耐久消費財の保有状況等に関するデータを抽出して

簡易に比較したところ，HDIの所得指標とほぼ同様

の順位となった（ただし，MP州のグナ県，ベトゥル

県の順番がそれぞれHDIの所得で６位，５位だった

ものが，わずかな差で５位，６位へと入れ替わる）。

したがって，HDI指標は各州内の順位はいうまでも

ないが，２州，６県の間におけるおおよその相対的

順位を確認することもある程度可能な指標だと思わ

れる。

（注１３） このような方法を取るに至った理由は，

パンチャーヤトが通常，いくつかの行政村が集まっ

て構成されるため，村長の出身村だけにパンチャー

ヤトの行う事業が集中したり，村長や有力者のカー

ストがパンチャーヤトの財源を支配したりする傾向

があることが報告されていることにもとづき，あら

ゆる構成員の意見を反映するよう努めたためである。

村内のカースト構成に関する正確なデータは存在せ

ず，村長などの有力者への聞き取りに依存せざるを

得ないが，その後，この聞き取りの結果を周囲の住

民や行政担当者から得られた情報と照合し，修正を

加えた。

（注１４） MP州パンチャーヤト及び農村開発省高官

との筆者インタビューによる（２００６年１月３０日，於

ボーパール）。

（注１５） 中央政府の第１２次財政委員会が２００４年に

パンチャーヤト財政に関するデータの提出を国内の

各州に求めた際，MP州政府は，各県に照会したもの

の，回答が得られないケースが多く，結果的に州政

府からの補助金を机上で足し込んだ上で委員会に報

告したものとみられる（筆者による州政府担当官イ

ンタビューより）。その結果，財政委員会の報告書に

掲載されたMP州のパンチャーヤト自主財源は，実際

に現場で確認されるデータよりもかなり高い数値と

なっている。

（注１６） こうした検査活動の違いの背景には，両

州政府の方針の違いもある。検査と銘打ってパンチ

ャーヤトから賄賂を受け取る慣行を嫌ったMP州の元

州首相（１９９３―２００３）は，県行政に対し，パンチャー

ヤトへの介入を控えるよう指導していた。２００３年に

政権が交替したことを受け，この方針は変更されつ

つあり，徐々に規定どおりの定期検査が行われ始め

ているが，調査区域内では検査活動の有無に地域的

に差がみられた。

（注１７） 基本的には２００３／０４年のデータでの比較を

試みたが，２００３／０４年には徴収されていないケースが

多く，徴収の多かった２００４／０５年度のデータも含める

ことにした。２００４／０５年に徴収額が増加した背景に

は，２００５年１月にMP州でパンチャーヤト選挙が実施

されたことが理由としてある。選挙に立候補するた

めには，パンチャーヤトへの債務を決済することが

条件とされているため，選挙の年には税収が上がる，

もしくは選挙の年しか税収がない，というパンチャ

ーヤトがMP州では多くみられる。他方，後にみるよ

うに，こうした強制的な徴収をもってしても税収を
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確保できないパンチャーヤトも存在する。選挙によ

る税収は特殊要因ではあるものの，MP州全部のパン

チャーヤトにおいて同じ条件が適用されることから，

税というルールがパンチャーヤト内でどの程度守ら

れているのかどうかを調べるためには２００３／０４年と

２００４／０５年の１人当たり徴税額で比較することが適当

と思われる。

（注１８） TN３に関しては，パンチャーヤト域内の

ひとつの村で，キリスト教教会が土地を買い上げ，

信者に住居を提供し，住まわせていたものの，その

土地の売買が無効であると裁判になり，調査時の数

カ月前に敗訴してしまった。その地区の住人は立ち

退きを迫られることとなり，それを理由に家屋税を

支払っていないという。TN１も同様に，域内に数年

前に建てられた技術短大の建物に課税したところ，

教育機関には納税義務がないとして納税を拒否され，

滞納額が累積している，と村長は主張する。このこ

とは郡担当官も認識しており，支払いを求める法的

手続きを検討中とのことであった。しかし，TN３の

場合と異なり，TN１においては，技術短大への課税

額を除いて計算した徴税率も依然４０パーセントと低

く，徴税率の低さは否定できない。

（注１９） しかしながら，同じデータを１人当たり

徴税額からみると，数値は逆転し，ラームナード県

では１７．７ルピーなのに対し，コインバトール県では

３４．５ルピーであった。これは，現在州政府が推進中

の家屋税課税ベース見直し政策の推進状況の違いも

影響しているものと思われる。後述するように，パ

ンチャーヤトの徴税活動に積極的に関与するTN州政

府は，徴税率の向上という目標が一定の成果を上げ

てきた結果を受け，２００１年からはさらに課税ベース

の見直しをパンチャーヤトに促している。というの

も，法律上定められた最低税率や課税方法が必ずし

も遵守されていないため，税額が低く抑えられてい

る傾向がみられたためである。州政府はこの課税ベ

ースの見直しにより，２５パーセントの税収増を目安

としている。コインバトール県では，見直しを進め

たために，徴税が以前よりも困難になり，徴税率が

結果として低くなったものと思われる。このよう

に，２県における１人当たり徴税額でみると，社会

経済発展の度合いとの相関が認められるように推測

される。しかしながら，本調査の目的とする，「なぜ

住民は家屋税を払うのか，払わないのか」という基

本的なコンプライアンスの問題に焦点を当てると，

ラームナード県のデータは，たとえ低所得県であっ

てもほぼ大半の人が家屋税を納めていることを証明

しており，社会経済発展と徴税率との間の相関は認

められないこととなる。

（注２０） 詳細はSasaki（２００７，１９３―１９６）を参照。

（注２１） 筆者の調査票調査の結果で得られた以下

のデータ，すなわち，初等以上の何らかの教育を受

けている回答者の割合（TN州：７６パーセント，MP

州：５０パーセント），高等学校以上の教育を受けてい

る回答者の割合（TN州：２８パーセント，MP州：１１

パーセント），週に１度以上新聞を読む回答者の割合

（TN州：６５パーセント，MP州：２２パーセント）及

びほぼ毎日テレビあるいはラジオを視聴する回答者

の割合（TN州：５９パーセント，MP州：３９パーセン

ト）からも，TN州の回答者の方が教育水準，メディ

アから得る情報量などの点でMP州の回答者を上回っ

ていることがわかる。

（注２２） OBCの定義について憲法上明確な規定は

なく，実際の人口推計も困難とされるが，憲法３４０条

の規定により設立された第２次後進諸階級委員会

（Backward Classes Commission）が１９８０年に提出し

た報告書によると，OBCはインド全人口の半数を超

えるとされる。委員会の勧告を受けて１９９０年，V.P．

シン国民戦線政権が公務員の採用，教育機関の入学

において２７パーセントのOBC留保枠を設定しようと

したことが引き金となり，その後のインド政治にお

いてOBC問題は重要な位置を占めることとなった。

州ごとのパンチャーヤト法においてもOBCに対して

留保枠を設ける州があり，MP州もそのひとつである

（TN州では留保対象となるのはSC，ST，女性のみ）。

（注２３） MP３パンチャーヤト事務員の証言による

（筆者インタビュー，２００５年１月，於MP州グナ県）。

（注２４） ここで注意しておきたいのは，TN州にお

いて，パンチャーヤトのリソースをめぐるカースト

間対立がないわけでは決してない，ということであ

る。例えば，１９９７年マドゥライ県メラヴァラヴで起

きた事件は他州にまで知られるほど残忍だった。指

定カーストの留保議席から当選した村長が上位支配

インド村落自治体における信頼・行政能力・徴税
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カーストの反感を買い，兄弟，友人等合わせて７名

が出先からの帰りのバスの中で殺害された。この事

件の処理には行政側の不備も指摘されたものの，現

在ではパンチャーヤト事務所のすぐ隣に警察署の分

署が設けられ，事後の警戒にあたっている。こうし

た事件は程度の差こそあれ州内で多くみられ，その

ため，報復をおそれた指定カーストらが留保議席か

ら立候補せず，選挙ができないために行政の直接の

管理下に置かれたパンチャーヤトも少なくないとい

う（２００５年１月，ダルマプリ県パンチャーヤト担当

官への筆者インタビューによる）。ただ，調査対象パ

ンチャーヤトに限っては，そうした対立は，少なく

とも日常的な意思決定過程からの排除という形では

みられなかった。

（注２５） このパンチャーヤトにおいては，長老会

は各村のヴァンニヤールの長老の集まりで，パンチ

ャーヤト区域内で起きた諍いの仲裁などをするとい

う。

（注２６） 同様に副村長は８万ルピー，パンチャー

ヤトユニオン（群パンチャーヤト）議員は１４万ルピ

ー，パンチャーヤト内の各地区（ワード）議員は５０００

ルピーで取引され，残る県パンチャーヤト議員のみ

選挙区がパンチャーヤトの範囲を超えるためか選挙

で争われた。

（注２７） Palanithulai（２００３）は，選挙で選ばれた

「公的な」パンチャーヤトが，伝統的パンチャーヤ

トと協力することで開発事業をスムーズに実行した

ディンディガル県における事例を示し，後者が前者

に与える「正統性」の重要性を強調する。

（注２８） ある回答者は，こういう取り決めでもな

い限り，１１の村に平等にパンチャーヤトの資金が配

分される保障はないから，少なくとも最低限の配分

が保障される点で評価できると回答した。ちなみに

この回答者の村では，その配当金を村の寺社前のコ

ンクリート台の建設に充てたという。

（注２９） それを示す証拠として，TN州で異なる政

府機関ごとに住民の信頼度を尋ねた質問において，

個別の「ブロック・県レベルの役人」を「とても信

頼する」と回答した割合は１．６パーセントであり，パ

ンチャーヤト（５０．５パーセント）や州政府（２８．４パ

ーセント）と比較して著しく低かった。TN州の住民

は，個別の役人に対してはあまりいい印象を抱いて

いなかったとしても，それと州政府とを区別してと

らえ，州政府全体としては信頼できる，と回答して

いることがわかる。

（注３０） 同様に，県レベルの担当官は「村長とパ

ンチャーヤト事務員の事務能力の低さが基本的な帳

簿の管理も不可能にしており，そういうなかでの徴

税など不可能だ」と答え，郡レベルの担当官は，財

政データベースの作成を促す州財政委員会の要求に

対し，「どうせ自分たちがパンチャーヤト事務員とと

もににわか仕立てで『作り上げ』ないといけないん

だから，そんなことは時間のむだだ」と答える（２００６

年２月，ベトゥル県の県プロジェクト官及び郡開発

官［Block Development Officer, BDO］との筆者イン

タビューによる）。

（注３１）２００４年２月１４日，MP州某県における聞き

取り調査で得られた「県徴税官からできるだけパン

チャーヤトに関与するなと指示を受けた」というあ

る県プロジェクト官（匿名希望）の証言は，同月２０

日のディグヴィジャイ・シン元MP州首相との筆者イ

ンタビューにより裏付けられた（於MP州ボーパール）。
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